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[出典] 

民集二七巻一〇号一四九一頁
[事実の概要]
Xら四名(原告・被控訴人・上告人)は、訴外Aに対して食品包装容器等の売掛代金債権を有していた。すなわち、昭和四五年四月二二日現在において、X1は八九万円、X2は一四一万円、X3は四一〇万円、X4は一二三万円の債権を有していた。Yは、これ以外の債権をも含め合計約一〇〇〇万円の債務を負担していた。また、同時にYは、資産としては取引先に対する売掛代金債権合計一〇七万五〇一○円と若干の在庫商品(五〇万円程度)を有するに過ぎない状態にあり、同時に時価六二〇万円相当の自己不動産については他への担保に供されていた。

この頃、Aは、Yに対して唯一の資産である前記債権を、YのAに対する債権の代物弁済として譲渡し、Yは、その頃から同年七月頃までの間に右譲受債権のうち合計五二万九一六〇円の弁済を受けた。

そこで、Xらは、AのYに対する右債権譲渡が債権者であるXらを害する目的でされた詐害行為であるとして取り消しを求め、Yに対して、原状回復に代わる損害賠償として、Yが前記譲受債権によって得た利益五二万九一六〇円についてXらの各債権額に応じた金員の支払いを求めた。
第一審においてはXら勝訴。

第二審においては、本件代物弁済として譲渡された債権額と、Yの債権額とがほぼ等しいものであり、当該債権譲渡は詐害行為とはいえないとしてXらの請求を棄却した。

Xらは、譲渡債権額が消滅した債権額よりも少ない場合であっても、詐害の意思があれば詐害行為となり、取り消すことができると主張して上告。
[判旨]
破棄差戻。

「債務超過の状態にある債務者が他の債権者を害することを知りながら特定の債権者と通謀し、右債権者だけに優先的に債権の満足を得させる意図のもとに、債務の弁済に代えて第三者に対する自己の債権を譲渡したときは、たとえ譲渡された債権の額が右債権者に対する債務の額を超えない場合であっても、詐害行為として取消の対象になるものと解するのが相当だからである(……)。したがって、原判決が、債務者の詐害の意思の有無についてなんら判断を示すことなく詐害行為の成立を否定し、Xらの請求を排斥したのは、民法四二四条の解釈を誤り、ひいて審理不尽または理由不備の違法がある」。
